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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 子会社の清算に伴い、第131期中より中間連結財務諸表を作成していないため、第131期中以降は記載しておりません。 

３ 第130期中及び130期の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額」については当期純損失又は中間純損失が計上

されているため記載しておりません。第130期は、潜在株式が存在しますが、当期純損失であるため記載しておりませ

ん。 

  

回次 第130期中 第130期

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成15年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 667,792 1,177,512

経常利益(△は損失) (千円) △16,640 12,652

中間(当期)純損失 (千円) 56,332 96,709

純資産額 (千円) 2,312,300 2,279,577

総資産額 (千円) 3,189,770 2,994,760

１株当たり純資産額 (円) 82.70 81.53

１株当たり中間 
(当期)純損失金額 

(円) 2.01 3.46

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 72.5 76.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 13,616 26,460

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △140,795 △145,923

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 272,445 241,245

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 505,523 482,038

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
36 
[12]

29
[5]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第130期中の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益(△は損失)」及び「潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 第130期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しますが当期純損失であるため記載してお

りません。 

４ 131期及び131期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

５ 131期中から非連結の決算を行っているためキャッシュ・フロー計算書を作成しております。 

６ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

  

回次 第130期中 第131期中 第132期中 第130期 第131期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 604,617 939,533 1,945,829 1,073,028 2,774,739

経常利益(△は損失) (千円) △6,854 43,078 411,262 △9,008 145,879

中間(当期)純利益 
(△は損失) 

(千円) △56,536 129,632 305,630 △108,948 190,070

持分法を適用した場合 
の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,025,685 2,025,685 3,054,570 2,025,685 2,025,685

発行済株式総数 (千株) 27,960 27,960 36,085 27,960 27,960

純資産額 (千円) 2,265,636 2,369,504 4,790,642 2,278,657 2,429,734

総資産額 (千円) 3,117,015 4,089,151 6,020,753 2,994,289 3,190,152

１株当たり純資産額 (円) ― 84.76 132.78 81.50 86.91

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 
(△は損失) 

(円) ― 4.64 10.36 △3.90 6.80

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― 10.23 ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― 0.00 ― ―

自己資本比率 (％) 72.7 57.9 79.6 76.1 76.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △5,746 △1,852,070 ― 1,392,507

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △981,311 △610,306 ― △1,074,413

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 965,686 2,507,752 ― △58,974

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) ― 460,288 786,155 ― 740,779

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
27 
[6]

31
[3]

29
[5]

29 
[5]

30
[5]



２ 【事業の内容】 

当社は繊維関連事業、保険関連事業、不動産関連事業及びセキュリティ関連事業を主たる業務としております。当

中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において関係会社はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものでありま

す。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

  

事業部別 従業員数(人)

繊維関連事業 ７[３] 

保険関連事業 ７[―] 

不動産関連事業 ５[―] 

セキュリティ関連事業 ４[―] 

全社(共通) ６[２] 

合計 29[５] 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景に設備投資が増加し、雇用・所得環境の改善に伴

い個人消費が底堅さを増すなど、景気の「踊り場」を脱却し緩やかながら回復の兆しが見られるようになりまし

た。 

このような経済環境のもと、当社は引き続き不動産関連事業部門の強化と他事業部門の管理コストの削減に努め

ました。この結果、当中間会計期間の売上高は1,945百万円(前年同期比207.1％)、経常利益は411百万円(前年同期

比954.7％)となりました。特別利益は投資有価証券評価益など12百万円、特別損失は役員退職慰労引当金繰入など

116百万円の計上となり、当中間会計期間の中間純利益は305百万円(前年同期比235.8％)となりました。 

事業の部門別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  ［繊維関連事業］ 

繊維関連事業につきましては、絹撚糸販売におきまして、業界全体の国内不況が更に深刻化していることの影響

を受け、51百万円(前年同期比86.9％)の売上にとどまりました。合繊撚糸販売におきましては、安価な輸入品の日

本市場への流入に伴う国内生産市場の低迷、撚糸加工費の低下などの影響を受けつつも、特定の商品の受注先とし

て売上を確保できましたことにより92百万円(前年同期比98.9％)の売上を確保いたしました。また繊維製品は、葬

儀関係の贈答品市場の商品単価の下落傾向はなお続いておりますが、取扱品目の拡大をしたことにより、13百万円

(前年同期比108.5％)と前年同期の水準を上回ることができました。以上の結果から当中間会計期間における繊維関

連事業部門の売上高は、157百万円(前年同期比95.3％)となりほぼ前年同期の売上高を確保いたしました。 

  ［保険関連事業］ 

保険関連事業につきましては、保険商品の販売激化やこれに伴う契約の解約が続くなど引き続き厳しい営業環境

下での展開となりました。この結果、売上高は35 百万円(前年同期比93.6％)にとどまりました。 

  ［不動産関連事業］ 

不動産関連事業につきましては、従来の不動産賃貸事業のほか不動産の売買事業にも積極的に参入いたしました

結果、当中間会計期間において早くも大きな成果を上げております。売上高は、不動産賃貸収入207百万円及び不動

産販売収入1,463百万円となり、合計で1,671百万円(前年同期比242.4％)と大幅な増収となりました。 

また、平成16年５月に締結いたしました、リーマン・ブラザーズ・リアル・エステート・ジャパン・リミテッド

社との業務提携の基本合意に基づいた不動産流動化事業のうち千葉県浦安市舞浜の物件において、ウィークリーマ

ンション・ホテル事業を開始いたしました。またもう１つの物件も平成18年１月頃に完成し、舞浜の物件同様ウィ

ークリーマンション・ホテル事業を開始する予定であります。これら２つの物件の保有により、当期の下期から事

業収支に貢献することが見込まれます。当中間会計期間から着手いたしました不動産の開発事業は、中長期的に取

り組むべき事業であると位置づけており、来期以降の当社業績に貢献し得るものと考えております。 



  ［セキュリティ関連事業］ 

セキュリティ関連事業につきましては、前期に戦略を見直し、利益確保重視の戦略に軌道修正して臨みました。

この結果、当中間会計期間から戦略変更の効果が顕著に現れ、売上高は、81百万円(前年同期比173.7％)となり、コ

ストの削減効果との相乗効果により部門の損失解消を図ることが出来ました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、税引前中間純利益307百万円を計上し、

たな卸資産(販売用不動産)の取得により1,420百万円、出資金の取得による支出451百万円などによりキャッシュ・

フローは減少いたしましたが、株式の発行により1,392百万円、社債の発行により997百万円などでキャッシュ・フ

ローが増加したことにより全体として45百万円の増加となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果使用した資金は、1,852百万円(前年同期比―％)となりました。これは主にたな卸資産(販売用

不動産)の増加(1,420百万円)や営業出資金の増加(451百万円)によるものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、610百万円(前年同期比62.2％)となりました。これは主に定期預金の預入によ

る支出600百万円によるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は2,507百万円(前年同期比259.7％)となりました。これは主に株式の発行による

収入1,392百万円や社債の発行による収入997百万円によるものです。 

  

(3) 通期の見通し 

当期におきましても、依然として楽観できない事業環境は続くものと予想されますが、当社の不動産関連事業は

引き続き成長局面にあり、残る３事業につきましても業種・地域におけるリーディングカンパニーとしての地位に

あるものと認識いたしております。また、不採算部門の閉鎖や管理コストの削減、経営資源の再配置など、前期ま

でに取り組んでまいりました施策が、効果をもたらしますことにより当期においても、大きな成果を挙げることが

出来ると判断いたしております。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

比較増減 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 
前年同期比
(％) 

繊維関連事業 143,543 142,402 △1,141 99.2 

合計 143,543 142,402 △1,141 99.2 

事業部門 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

比較増減 

受注高(千円) 
受注残高
(千円) 

受注高(千円)
受注残高
(千円) 

受注高(千円) 
受注残高 
(千円) 

繊維関連事業 139,653 35,206 134,299 37,409 △5,354 2,203 

合計 139,653 35,206 134,299 37,409 △5,354 2,203 

事業部門 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

比較増減 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 
前年同期比
(％) 

繊維関連事業 164,919 157,138 △7,780 95.3 

保険関連事業 38,011 35,566 △2,444 93.6 

不動産関連事業 689,554 1,671,409 981,855 242.4 

セキュリティ関連事業 47,047 81,713 34,665 173.7 

合計 939,533 1,945,829 1,006,295 207.1 

相手先 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

㈱フレックステイ・エス
テート 

456,762 48.6 ― ―

㈱光明 203,017 21.6 169,534 8.7

㈱エステート開発 ― ― 1,463,500 75.2



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題に重要な変更はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

(注) 当社は、有限会社シルバー・ファーンへの貸付人であるニュー・センチュリー・ファイナンス株式会社との間で、匿名組合

出資のスポンサーとして損害担保契約を締結しております。 

なお、これらの詳細は、「第５経理の状況 ２中間財務諸表等注記情報(中間貸借対照表関係) ４偶発債務」に記載のとお

りであります。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

契約会社名 国名 契約内容 契約期間 出資総額 その他契約条項

有限会社 シルバー・ファーン 日本 
匿名組合出

資契約 

平成17年６月27日から 

平成22年６月26日まで 
451,285千円 (注) 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ 平成17年10月１日以降の増加株式数は新株予約権の行使による新株発行分であります。 

２ 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により、発行された株式

数は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

①旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 110,000,000

計 110,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 36,085,072 37,392,186
東京証券取引所
(市場第二部) 

― 

計 36,085,072 37,392,186 ― ― 

株主総会の特別決議日(平成15年６月28日)

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) ― ― 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注) 365 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年８月１日
至 平成17年７月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合 
の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格       365
資本組入額       183 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権を付与された者は当
社の取締役又は使用人の地位を
喪失した場合にも権利を行使す
ることができる。ただし、新株
予約権の「付与契約」に定める
条件により、その権利行使可能
な付与株式数及び行使可能な期
間等について制限され、または
権利が失効することがある。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡質入その他処分及び
相続は認めない。 

同左 



②商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

(注) 発行日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く。)における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の

終値(以下「終値」という。)の平均値に1.05を乗じた金額(１円未満の端数の切り上げ)、又は発行日の終値(当日に終値がな

い場合は、それに先立つ直近日の終値)のいずれか高い金額といたしました。 

なお、発行日以降、当社が株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円

未満の端数は、これを切り上げといたします。 

また、発行日以降、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使及び旧商法第280条ノ19の規定に基づ

く新株引受権の権利行使の場合を除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げといたします。 

株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 1,380 1,345 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,380,000 1,345,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注) 257 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月５日
至 平成27年６月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合 
の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格       257
資本組入額       129 

同左 

新株予約権の行使の条件 

(1)新株予約権の割当を受けた
当社の取締役、監査役及び
従業員は、権利行使時にお
いて当社の取締役、監査役
及び従業員の地位にあるこ
とを要する。ただし、任期
満了による退任、定年退
職、その他当社取締役会が
認める正当な事由がある場
合は、この限りではない。
また「新株予約権付与契約
書」に定める一定条件(解
任、懲戒解雇など )によ
り、付与数もしくは期間な
どが制限され、または権利
が失効することがある。 

(2)権利行使期間満了前に新株
予約権の割当を受けた者が
死亡した場合は、法定相続
人１名に限り権利を承継す
ることができる。ただし、
再承継は認めない。 

(3)その他の新株予約権の行使
条件は、取締役会決議によ
り決定する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合には
取締役会の承認を要する。 

同左 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１

分割・併合の比率

      
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数



③新株予約権付社債 

(注) １ 行使請求に係る社債の発行価額の総額を転換価額(新株予約権の行使に際して払込をなすべき当社普通株式１株あたりの

額をいう。なお、(注)２に従って転換価額が調整される場合は、調整後の転換価額)で除した数とする。但し、行使によ

り生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。 

２ (1)転換価額の修正 

本新株予約権付社債の発行後、新株予約権の各行使請求の効力発生日(以下「修正日」という。)まで(同日を含まな

い。)の３連続取引日(但し、終値のない日は除く。)の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値

の平均値の90％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額(以下「修正日価額」という。)が、当該修正日の直前

に有効な転換価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、転換価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正され

る。但し、かかる修正後の転換価額が574円(以下「上限転換価額」という。)を上回ることとなる場合には転換価額は上

限転換価額とし、かかる修正後の転換価額が144円(以下「下限転換価額」という。)を下回ることとなる場合には転換価

額は下限転換価額とする。上限転換価額及び下限転換価額は、下記(2)の規定を準用して調整される。上記３連続取引日

の間に下記(2)に基づく調整の原因となる事由が発生した場合には、当該３連続取引日の株式会社東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値は当該事由を勘案して調整されるものとする。 

  (2)転換価額の調整 

当社は、本新株予約権付社債の発行後、下記①～④の事由が生じた場合には、次に定める算式により転換価額を調整す

る。 

①時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行し又は当社の保有する普通株式を処分する場合

(但し、当社普通株式の発行・移転を請求できる新株予約権の行使及び株式交換または合併により当社の普通株式を

発行・移転する場合を除く。) 

②株式分割により普通株式を発行する場合 

③時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社の普通株式の発行・

移転を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行または付与する場合 

④株式の併合、資本の減少、株式交換または合併その他一定の事由が生じたことにより転換価額の調整を必要とする場

合 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債(平成17年８月26日発行)

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 14 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注)１ ― 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 268(注)２ ― 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年８月27日
至 平成19年８月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合 
の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格       268
資本組入額       134 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行使はで
きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権付社債は、商法第
341条ノ２第４項の定めにより、
本社債と新株予約権のうち一方
のみを譲渡することはできな
い。 

同左 

新株予約権付社債の残高(千円) 350,000 ― 

        
既発行株式数＋

新発行・処分株式数×１株当たりの発行・処分価額 

調整後転換価額 ＝調整前転換価額 × 
時価

既発行株式数＋新発行・処分株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) １ 第三者割当増資による増加であります。 

        発行価格  234円 

        資本組入額 117円 

２ 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の行使による増加であります。 

３ 新株予約権の行使による増加であります。 

４ 平成17年10月１日から平成17年11月30日までの間に、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の

行使、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,307,114株、資本

金が562,385千円、資本準備金が558,614千円それぞれ増加しております。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 上記の他、証券保管振替機構名義の株式が442千株あります。 

２ 前事業年度末現在主要株主でなかった鳴本聡一郎は、平成17年８月26日に当社が第三者割当増資のため発行した株式を引

き受けたことにより、当中間期末では主要株主となっております。 

３ 当中間期末現在における、日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び資産管理サービス信託銀行株式会社のそれぞれの

信託業務の株式数については、当社として把握することができないため、記載しておりません。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年８月26日 
(注)１ 

5,985,000 33,945,004 700,245 2,725,930 700,245 1,092,337

平成17年８月27日～ 
平成17年８月31日 
(注)２ 

2,120,068 36,065,072 326,059 3,051,990 323,940 1,416,277

平成17年９月１日～ 
平成17年９月30日 
(注)３ 

20,000 36,085,072 2,580 3,054,570 2,560 1,418,837

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

鳴本 聡一郎 山口県下関市菊川町田部535－７ 4,275 11.84 

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,219 3.37 

麻生 正紀 東京都調布市深大寺東町８－28－22 955 2.64 

バンクオブニューヨークジーシーエ
ムクライアントアカウンツイーアイ
エスジー 
(常任代理人 株式会社東京三菱銀
行) 

東京都千代田区丸の内２丁目７番１号
905 2.50 

小山田 壮権 東京都練馬区北町２－27－８ 847 2.34 

メリルリンチ日本証券株式会社 
東京都中央区日本橋１丁目４－１
日本橋一丁目ビルディング 

835 2.31 

大阪証券金融株式会社 
大阪府大阪市中央区北浜２丁目４－６

638 1.76 

佐々木 統敏 東京都東大和市南街５－39－３ 517 1.43 

長谷 三樹彦 東京都港区白金台４丁目17－16 426 1.18 

資産管理サービス信託銀行株式会社
東京都中央区晴海１丁目８－12
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟 

416 1.15 

計 ― 11,033 30.52 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の普通株式442,000株(議決権の数442個)が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

(注) 株式名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権の数２個)あります。なお、当

該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第二部)におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式 8,000
―

権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 36,040,000 36,040 同上 

単元未満株式 普通株式 37,072 ― 同上 

発行済株式総数 36,085,072 ― ― 

総株主の議決権 ― 36,040 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社 上毛 

群馬県前橋市六供町370番地 8,000 ― 8,000 0.02 

計 ― 8,000 ― 8,000 0.02 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 292 291 275 289 365 367 

最低(円) 252 226 236 245 264 282 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、三優監査法人により中間

監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社を有していないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※２ 534,288   1,443,155 827,779   

２ 受取手形 ※３ 20,076   20,428 9,754   

３ 売掛金   52,610   57,285 58,330   

４ 有価証券   275   32,321 275   

５ たな卸資産 ※２ 106,268   2,645,783 1,229,144   

６ 営業出資金   ―   451,285 ―   

７ その他   213,306   424,798 63,560   

貸倒引当金   △2,775   △100,868 △7,573   

流動資産合計    924,050 22.6 4,974,189 82.6   2,181,271 68.4

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産          

１ 建物 ※1,2 1,692,420   438,607 450,826   

２ 機械装置 ※１ 5,092   3,197 3,676   

３ 土地 ※２ 980,485   176,641 176,641   

４ その他 ※１ 9,529   6,777 9,392   

有形固定資産合計   2,687,527   65.7 625,223 10.4 640,537   20.1

(2) 無形固定資産          

１ 借地権   110,978   ― ―   

２ その他   12,470   10,277 11,000   

無形固定資産合計   123,449   3.0 10,277 0.2 11,000   0.3

(3) 投資その他の資産          

１ 投資有価証券   127,781   269,448 212,042   

２ 出資金   87,723   ― 405   

３ 破産債権、更生 
  債権その他これら 
  に準ずる債権 

  29,588   34,630 33,547   

４ 敷金保証金   36,243   39,212 50,134   

５ その他   97,692   102,651 95,010   

  貸倒引当金   △29,838   △34,880 △33,797   

投資その他の資産 
合計   349,189   8.6 411,063 6.8 357,343   11.2

固定資産合計    3,160,166 77.3 1,046,564 17.4   1,008,881 31.6

Ⅲ 繰延資産    4,934 0.1 ― ―   ― ―

資産合計    4,089,151 100.0 6,020,753 100.0   3,190,152 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   26,791   77,598 103,619   

２ 短期借入金 ※２ 100,000   200,000 100,000   

３ １年以内返済予定の 
  長期借入金 ※２ 126,660   21,996 60,000   

４ 賞与引当金   3,894   4,215 4,063   

５ その他   82,300   81,414 101,935   

流動負債合計    339,646 8.3 385,225 6.4   369,617 11.6

Ⅱ 固定負債          

１ 新株予約権付社債   ―   350,000 ―   

２ 長期借入金 ※２ 1,092,785   190,672 135,000   

３ 退職給付引当金   18,398   24,143 22,214   

４ 役員退職慰労引当金   ―   104,820 ―   

５ 預り敷金   180,439   86,745 145,203   

６ その他   88,378   88,505 88,383   

固定負債合計    1,380,000 33.8 844,886 14.0   390,800 12.2

負債合計    1,719,647 42.1 1,230,111 20.4   760,418 23.8

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    2,025,685 49.5 3,054,570 50.7   2,025,685 63.5

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   392,092   1,418,837 392,092   

資本剰余金合計    392,092 9.6 1,418,837 23.6   392,092 12.3

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   2,500   2,500 2,500   

２ 中間未処分利益   ―   185,834 ―   

３ 中間(当期)未処理 
  損失   180,233   ― 119,795   

利益剰余金合計    △177,733 △4.4 188,334 3.1   △117,295 △3.7

Ⅳ 土地再評価差額金    130,353 3.2 130,353 2.2   130,353 4.1

Ⅴ その他有価証券評価 
  差額金    26 0.0 213 0.0   33 0.0

Ⅵ 自己株式    △918 △0.0 △1,666 0.0   △1,134 0.0

資本合計    2,369,504 57.9 4,790,642 79.6   2,429,734 76.2

負債資本合計    4,089,151 100.0 6,020,753 100.0   3,190,152 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    939,533 100.0 1,945,829 100.0   2,774,739 100.0

Ⅱ 売上原価    709,997 75.6 1,177,646 60.5   2,194,035 79.1

売上総利益    229,535 24.4 768,182 39.5   580,703 20.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費    192,442 20.5 347,195 17.9   406,721 14.6

営業利益    37,093 3.9 420,987 21.6   173,981 6.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  19,436 2.1 12,131 0.6   17,537 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  13,451 1.4 21,855 1.1   45,639 1.6

経常利益    43,078 4.6 411,262 21.1   145,879 5.3

Ⅵ 特別利益 ※３  128,121 13.7 12,570 0.7   139,872 5.0

Ⅶ 特別損失 ※4,6  40,060 4.3 116,220 6.0   92,430 3.3

税引前中間(当期) 
純利益    131,139 14.0 307,612 15.8   193,322 7.0

法人税、住民税 
及び事業税    1,507 0.2 1,982 0.1   3,251 0.1

中間(当期)純利益    129,632 13.8 305,630 15.7   190,070 6.9

前期繰越損失    309,866 119,795   309,866 

中間未処分利益    ― 185,834   ― 

中間(当期)未処理 
損失    180,233 ―   119,795 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純利益  131,139 307,612 193,322

減価償却費  28,551 18,090 65,452

減損損失  ― 1,259 ―

貸倒引当金の増加額 
(△は減少額) 

 △1,137 94,378 7,619

賞与引当金の増加額 
(△は減少額) 

 △170 152 △1

退職給付引当金の増加額  3,397 1,929 7,213

役員退職慰労引当金の 
増加額 

 ― 104,820 ―

受取利息及び受取配当金  △1,885 △1,970 △3,466

有価証券運用益  ― △3,210 ―

事業組合投資利益  ― △6,429 ―

支払利息  8,338 6,440 30,571

社債発行費  ― 2,361 ―

新株発行費償却  4,934 ― 9,868

新株発行費  ― 12,652 ―

投資有価証券売却損益  △103,502 ― △116,267

投資有価証券評価損益  18,869 △12,570 21,562

固定資産売却・除却損  103 837 588

たな卸資産廃棄損  ― 3,989 ―

売上債権の減少額 
(△は増加額) 

 26,497 △34,051 31,099

たな卸資産の減少額 
(△は増加額) 

 11,365 △1,420,628 1,026,802

預り敷金の増加額 
(△は減少額) 

 ― △58,458 764

預け金の増加額  △170,000 ― ―

営業出資金の増加額  ― △451,285 ―

営業貸付金の増加額  ― △290,000 ―

前払金の減少額  30,000 ― 23,358

仕入債務の増加額 
(△は減少額) 

 △5,896 △113,207 58,118

破産・更生債権の減少額 
(△は増加額) 

 541 △1,083 △3,417

その他  26,162 △370 69,995

小計  7,307 △1,838,741 1,423,184

利息及び配当金の受取額  1,942 1,863 3,473

利息の支払額  △11,261 △6,802 △30,414

法人税等の支払額  △3,735 △8,390 △3,735

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △5,746 △1,852,070 1,392,507



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入による支出  ― △600,000 △3,000

定期預金の解約による収入  10,000 30,000 ―

有価証券の取得による支出  ― △121,479 ―

有価証券の売却による収入  ― 90,030 ―

有形固定資産 
の取得による支出 

※２ △1,125,978 △725 △1,176,935

無形固定資産 
の取得による支出 

 △8,000 △800 △8,000

投資有価証券 
の取得による支出 

 △2,122 △585 △40,974

投資有価証券 
の売却による収入 

 144,789 22,020 165,284

投資事業組合 
への出資による支出 

 ― △75,000 ―

投資事業組合 
からの分配による収入 

 ― 15,172 ―

貸付金の回収による収入  ― 30,000 ―

その他  ― 1,061 △10,789

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △981,311 △610,306 △1,074,413

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入れによる収入  100,000 300,000 100,000

短期借入金 
の返済による支出 

 △98,400 △200,000 △98,400

長期借入れによる収入  1,000,000 220,000 1,000,000

長期借入金 
の返済による支出 

 △35,555 △202,332 △1,060,000

株式の発行による収入  ― 1,392,977 ―

社債の発行による収入  ― 997,638 ―

自己株式の取得による支出  △358 △532 △574

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 965,686 2,507,752 △58,974

Ⅳ 現金及び現金同等物 
の増減額 

 △21,371 45,375 259,119

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 481,659 740,779 481,659

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 460,288 786,155 740,779

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

① 売買目的有価証券 

――――― 

(1) 有価証券 

① 売買目的有価証券 

  時価法(売却原価は移

動平均法により算定)を

採用しております。 

(1) 有価証券 

① 売買目的有価証券 

――――― 

  ② 満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法)を

採用しております。 

② 満期保有目的の債券 

同左 

② 満期保有目的の債券 

同左 

  ③ その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は部分資本直入法に

より処理し、売却原価は

総平均法により算定)を

採用しております。 

③ その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

③ その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は部分資本直入法により

処理し、売却原価は総平

均法により算定)を採用

しております。 

   時価のないもの 

  総平均法による原価法

を採用しております。 

 時価のないもの 

  総平均法による原価法

を採用しております。 

 投資事業有限責任組合出

資金 

  当該投資事業有限責任

組合の直近の決算書の当

社持分割合で評価してお

ります。 

 時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

① 商品、製品、原材料、

仕掛品、貯蔵品 

  移動平均法による原価

法を採用しております。 

(2) たな卸資産 

① 商品、製品、原材料、

仕掛品、貯蔵品 

同左 

(2) たな卸資産 

① 商品、製品、原材料、

仕掛品、貯蔵品 

同左 

  ② 販売用不動産 

  個別法による原価法を

採用しております。 

② 販売用不動産 

同左 

② 販売用不動産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

 建物    15～50年 

 機械装置  ５～14年 

 ただし、平成10年４月１

日以降取得の建物(付属設

備を除く)については定額

法を採用しております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

(1) 有形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

おります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

 均等償却によっておりま

す。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 繰延資産の処理方

法 

(1) 新株発行費 

 商法施行規則の規定に基

づく最長期間(３年間)で均

等償却しております。 

(2) 社債発行費 

――――― 

(1) 新株発行費 

 支出時に全額費用処理し

ております。 

  

(2) 社債発行費 

 支出時に全額費用処理し

ております。 

(1) 新株発行費 

 商法施行規則の規定に基

づく最長期間(３年間)で均

等償却しております。 

(2) 社債発行費 

――――― 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し回収不能見

込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与金の支払に

備えるため、賞与支給見込

額の当中間会計期間負担額

を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与金の支払に

備えるため、賞与支給見込

額の当期負担額を計上して

おります。 

  (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき当中間会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

 なお、会計基準変更時差

異(25,719千円)について

は、５年による按分額を費

用処理しております。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき当中間会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差

異(25,719千円)については

５年による按分額を費用処

理しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

――――― 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給

に充てるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

――――― 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

  

同左 

  

同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ており、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のうえ

流動資産のその他に含めて

表示しております。 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ており、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のうえ

流動資産のその他に含めて

表示しております。なお、

控除対象外消費税及び地方

消費税は、当中間会計期間

の費用として処理しており

ます。 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ており、控除対象外消費税

及び地方消費税は、当期の

費用として処理しておりま

す。 

  (2) 匿名組合出資金 

――――― 

(2) 匿名組合出資金 

 匿名組合出資金のうち、

証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされる

もの以外のものについては

「出資金」としておりま

す。このうち、営業に係る

出資金については「営業出

資金」として流動資産の部

に計上し、個別法によって

おります。 

 なお分配された損益につ

いては営業損益に計上する

とともに同額を営業出資金

に加減算することにより評

価しております。 

(2) 匿名組合出資金 

――――― 



会計処理の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針６号平成15年10月

31日)を適用しております。 

これにより有形固定資産は1,108

千円減少し、営業利益及び経常利益

はそれぞれ151千円増加し、税引前

中間純利益は1,108千円減少してお

ります。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

  

――――― 

  (繰延資産) 

当社は、従来から新株発行費につ

きましては、繰延資産に計上し３年

均等償却しておりましたが、事業内

容が不動産事業を中心として大きく

変化したことや将来における金融費

用の負担の増加を考慮し、財務内容

の一層の健全化を図ることを目的と

して、当中間会計期間より支出時に

全額を費用として処理する方法に変

更いたしました。 

この変更により、従来と同一の方

法によった場合と比較して、当中間

会計期間において繰延資産が10,543

千円減少し、営業費用が10,543千円

増加し、経常利益及び税引前中間純

利益がそれぞれ10,543千円減少して

おります。 

  



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

――――― 

(役員退職慰労引当金) 

当社の役員退職慰労金は、従来支

出時の費用としておりましたが、当

中間会計期間より内規に基づく中間

会計期間末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上する方法に変更い

たしました。 

この変更は、内規の制定が当中間

会計期間に行われたこと、また、役

員退職慰労引当金計上の会計慣行が

定着していることを考慮し、役員退

職慰労金を役員の在任期間にわたっ

て費用配分することによって、期間

損益の適正化を図るために行いまし

た。 

この変更により、当中間会計期間

発生額11,453千円は販売費及び一般

管理費に、過年度分相当額93,367千

円は特別損失に計上しております。

この結果、従来と同一の方法を採用

した場合と比べ、営業利益及び経常

利益は11,453千円減少し、税引前中

間純利益は104,820千円減少してお

ります。 

  

――――― 



表示方法の変更 

  

  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

  

――――― 

(中間貸借対照表) 

「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法

律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となり、「金融商品会計に関する実務

指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年２月15

日付で改正されたことに伴い、当中間会計期間から投

資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(証

券取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の)を従来の「出資金」(前中間会計期間87,317千円)か

ら「投資有価証券」として表示する方法に変更いたし

ました。 

なお、当中間会計期間の投資有価証券に含まれる当

該出資の額は、121,787千円であります。 

  前中間会計期間まで区分掲記しておりました「出資

金」は、当中間会計期間において金額的重要性が乏し

くなったため「その他」に含めて表示しております。 

なお、当中間会計期間の「その他」に含まれている

「出資金」は405千円であります。 

  

――――― 

(中間キャッシュ・フロー計算書) 

前中間会計期間まで区分掲記しておりました「前払

金の減少額」は金額的重要性が低下したため、営業活

動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表

示しております。 

なお、当中間会計期間における「前払金の減少額」

は、6,641千円であります。 

前中間会計期間まで区分掲記しておりました「預け

金の増加額」は金額的重要性が低下したため、営業活

動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表

示しております。 

なお、当中間会計期間における「預け金の増加額」

は、18,629千円であります。 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(外形標準課税) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号)に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が

2,413千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、

2,413千円減少しております。 

  

――――― 

(外形標準課税) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12号)

に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が

5,158千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が、

5,158千円減少しております。 

  

――――― 

  

――――― 

(所有目的の変更) 

所有目的の変更により建物から販

売用不動産へ1,222,599千円、構築

物から販売用不動産へ890千円、土

地から販売用不動産へ803,844千

円、借地権から販売用不動産へ

110,978千円振替えております。 

  

――――― 

(売買目的有価証券) 

当中間会計期間より一定の資金量

の範囲内で、専任担当者による有価

証券の売買業務を開始しておりま

す。 

  

――――― 

  

――――― 

(匿名組合出資金) 

当中間会計期間より有限会社シル

バー・ファーンとの間で商法第535

条に規定する匿名組合契約を締結し

ております。 

この契約により当中間会計期間の

損益への影響はありません。今後こ

の匿名組合から分配された利益金に

つきましては営業損益に計上いたし

ます。 

  

――――― 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

――――― 

(社債発行費) 

直近の発行である平成13年３月期

の社債発行費は、商法に定める最長

期間(３年間)で均等償却しておりま

したが、当時と比べ当社をとりまく

経営環境が大きく変化し早期に財務

内容の健全化を図ることが望ましい

ことから、当中間会計期間に発行し

た社債の発行費2,361千円は一括償

却しております。 

直近と同様の会計処理(３年間均

等償却)を採用した場合に比べ、当

中間会計期間の社債発行費償却は

1,967千円増加し、経常利益及び税

引前中間純利益はそれぞれ同額減少

しております。 

  

――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  245,941千円   181,564千円 184,526千円

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保資産 

預金 51,000千円

建物 1,216,741  

土地 719,742  

計 1,987,484  

預金 51,000千円

販売用不動産 237,528

建物 9,146

土地 125,967

計 423,642

預金 51,000千円

販売用不動産 794,123  

計 845,123  

   担保付債務 

短期借入金 100,000千円

１年以内 
返済予定の 
長期借入金 

126,660  

長期借入金 1,092,785  

計 1,319,445  

   担保付債務 

短期借入金 200,000千円

１年以内 
返済予定の 
長期借入金 

21,996

長期借入金 190,672

計 412,668

   担保付債務 

短期借入金 100,000千円

１年以内
返済予定の 
長期借入金 

60,000  

長期借入金 135,000  

計 295,000  

※３ 受取手形割引高 ※３ 受取手形割引高 ※３ 受取手形割引高 

  4,265千円   ―千円 1,718千円

 ４ 偶発債務 

――――― 

  

 ４ 偶発債務 

当社が匿名組合契約(ホテルマイ

ステイズ舞浜)により出資する匿名

組合の営業者たる有限会社シルバ

ー・ファーン(以下「借入人」とい

う)が、ニュー・センチュリー・フ

ァイナンス株式会社(以下「貸付

人」という)からノンリコース条件

のローンによる資金調達1,532,478

千 円 ( 平 成 17 年 ９ 月 30 日 残 高

1,525,128千円)を行うことに関連

し、当社は貸付人との間に匿名組合

出資のスポンサーとして損害担保契

約を締結し、借入人、ホテルオペレ

ーター、アセットマネージャー及び

スポンサー並びにそれらの社員、役

員・従業員等の詐欺行為や故意・重

過失による不法行為があった場合な

ど、一定の事由により貸付人に損害

等が発生した場合に、ノンリコース

条件の例外として、当社は、借入人

が責任財産又はそれを換価して得た

対価により当該損害等を補償できな

かった部分について貸付人に対し補

填する補償責任を負っております。 

 ４ 偶発債務 

――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 588千円

受取配当金 1,297  

出資金 
運用利益 

13,992  

受取利息 1,231千円

受取配当金 738

事業組合 
投資利益 

6,429

有価証券運用益 3,210

受取利息 1,586千円

受取配当金 1,880  

出資金
運用利益 

9,451  

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 8,338千円

新株発行費償却 4,934  

支払利息 6,440千円

新株発行費 12,652

社債発行費 2,361

支払利息 30,571千円

新株発行費償却 9,868  

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券 
売却益 

122,017千円
投資有価証券
評価益 

12,570千円
投資有価証券
売却益 

134,782千円

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

車両運搬具 
除却損 

103千円

投資有価証券 
評価損 

18,869  

投資有価証券 
売却損 

18,515  

機械装置除却損 479千円

車両運搬具
除却損 

146

工具器具備品
除却損 

211

減損損失 1,259

役員退職慰労
引当金繰入額 

93,367

不正事故損失 16,766

たな卸資産廃棄損 3,989

機械装置除却損 435千円

車両運搬具
除却損 

103  

工具器具備品
除却損 

50  

投資有価証券
評価損 

21,562  

投資有価証券
売却損 

18,515  

たな卸資産廃棄損 29,194  

建物解体費用 10,952  

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 24,205千円

無形固定資産 1,470  

有形固定資産 13,941千円

無形固定資産 1,523

有形固定資産 57,013千円

無形固定資産 2,940  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※６ 減損損失 

――――― 

※６ 減損損失 

当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

(経緯) 

取扱商品の価額や加工賃の下落が

著しく、部門損益の回復の見込みが

ないため減損損失を認識いたしまし

た。 

(グルーピングの方法) 

原則として事業部ごとに、また繊

維関連事業部については、各営業所

ごとにグルーピングを実施しており

ます。 

(回収可能価額の算定方法等) 

 回収可能価額の算定にあたって

は、正味売却価額を使用しておりま

すが、時価の算定にあたっては、車

輌運搬具及び工具器具備品ともに老

朽化が著しく時価を算定することが

困難であるため、時価は零(０円)と

しております。 

事業部 種類 
金額
(千円) 

繊維関連 
事業 

車輌
運搬具 

406

工具器具
備品 

27 

計 434

セキュリ 
ティ関連 
事業 

車輌
運搬具 

425 

工具器具
備品 

399

計 825

合計 1,259

※６ 減損損失 

――――― 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係 

(平成16年９月30日現在) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係 

(平成17年９月30日現在) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  

(平成17年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 534,288千円

預金期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△74,000  

現金及び 
現金同等物 

460,288  

現金及び預金勘定 1,443,155千円

預金期間が３ヶ月
を超える定期預金

△657,000

現金及び 
現金同等物 

786,155

現金及び預金勘定 827,779千円 

預金期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△87,000  

現金及び
現金同等物 

740,779  

※２ 重要な非資金取引 

固定資産の支払い代金から預り

敷金36,000千円を相殺しておりま

す。 

※２ 重要な非資金取引 

――――― 

※２ 重要な非資金取引 

固定資産の支払い代金から預り

敷金36,000千円を相殺しておりま

す。 

 ３ 重要な非資金取引 

――――― 

 ３ 重要な非資金取引 

転換社債型新株予約権付社債の転

換 

新株予約権の行使
による資本金の増
加 

326,059千円

新株予約権の行使
による資本準備金
の増加 

323,940

新株予約権の行使
による転換社債型
新株予約権付社債
の減少 

650,000

 ３ 重要な非資金取引 

――――― 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 リース取引は事業内容に照らして

重要性が乏しく、契約１件当たり

のリース料総額も300万円を超え

るものがないため記載を省略して

おります。 

同左 同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 138,676 109,495 △29,181

(2) 債券  

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3) その他 116 161 44

合計 138,793 109,656 △29,137

  
中間貸借対照表計上額

(千円) 

 その他有価証券 
  ＭＭＦ 
  非上場株式(店頭売買株式を除く) 

275 
18,125 



当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  

  
中間貸借対照表
計上額(千円) 

時価(千円) 差額(千円) 

国債・地方債等 14,964 15,174 209

合計 14,964 15,174 209

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 140,323 121,864 △18,458

(2) 債券  

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3) その他 116 205 89

合計 140,440 122,070 △18,369

  
中間貸借対照表計上額

(千円) 

 その他有価証券 
  ＭＭＦ 
  非上場株式 
  その他 

275 
10,625 
121,787 



前事業年度末(平成17年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  
中間貸借対照表
計上額(千円) 

時価(千円) 差額(千円) 

国債・地方債等 14,961 15,274 313

合計 14,961 15,274 313

  
取得原価
(千円) 

貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 140,317 108,443 △31,874

(2) 債券  

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3) その他 116 173 56

合計 140,434 108,616 △31,817

  
貸借対照表計上額

(千円) 

 その他有価証券 
  ＭＭＦ 
  非上場株式 
  その他 

275 
32,645 
55,819 



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

関連会社がないため、記載を省略しております。 

  

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

関連会社がないため、記載を省略しております。 

  

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

関連会社がないため、記載を省略しております。 

  

次へ 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 84.76円 １株当たり純資産額 132.78円 １株当たり純資産額 86.91円

１株当たり中間純利益 4.64円 １株当たり中間純利益 10.36円 １株当たり当期純利益 6.80円

  
潜在株式調整後１株
当たり中間純利益 

10.23円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  

――――― 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益金額 

 

 中間(当期)純利益(千円) 129,632 305,630 190,070

 普通株主に帰属しない 
 金額(千円) 

― ― ―

 普通株式に係る中間 
 (当期)純利益(千円) 

129,632 305,630 190,070

 普通株式の期中平均 
 株式数(千株) 

27,956 29,511 27,956

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額 

 

 中間(当期)純利益調整額
 (千円) 

― ― ―

 普通株式増加数(千株) ― 371 ―

  (うち転換社債) ― 297 ―

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益金額
の算定に含めなかった潜在
株式の概要 

新株予約権１種類(普
通株式87千株)これら
の詳細は「第４ 提出
会社の状況、１ 株式
等の状況、(2)新株予
約権等の状況」に記載
のとおりであります。 

―――――

新株予約権１種類(普
通株式86千株)これら
の詳細は「第４ 提出
会社の状況、１ 株式
等の状況、(2)新株予
約権等の状況」に記載
のとおりであります。 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

――――― 

  

――――― 

  

  

  

 当社は、有限会社シルバー・ファ

ーンとの間で、(1)舞浜不動産物件

(千葉県浦安市鉄鋼通り３丁目所在

の浦安舞浜ホテル)及び(2)神田不動

産物件(東京都千代田区岩本町１丁

目所在のフレックステイ神田)のそ

れぞれに関する匿名組合契約を締結

するための基本合意契約を締結し、

平成17年６月27日に総額169,874千

円の手付金の支払いをいたしまし

た。 

 匿名組合契約の締結は、舞浜物件

は、平成17年７月中旬、神田物件

は、平成17年12月中旬頃の予定であ

ります。 

 なお上記の匿名組合契約への出資

については、平成17年６月14日開催

の取締役会で決議いたしました。 

 両匿名組合契約の締結が完了いた

しますと総額669,671千円を出資す

る予定であります。 

  

――――― 

１ 平成17年10月24日付で新株予約

権付社債(第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債)200,000千円

の転換権の行使があり、同日付

で、発行済株式総数が、772,200

株増加するとともに、資本金が

100,386千円増加し、資本剰余金

(資本準備金)が99,614千円増加し

ております。 

  

――――― 

  ２ 平成17年10月27日付で新株予約

権付社債(第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債)150,000千円

の転換権の行使があり、同日付

で、発行済株式総数が531,914株

増加するとともに、資本金が

74,999千円増加し、資本剰余金

(資本準備金)が75,000千円増加し

ております。 

  



  

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  平成17年11月24日開催の当社取締

役会において、以下のとおり資金調

達を決議しております。 

１ 資金使途 

 販売用不動産購入資金 

２ 契約内容 

 借入先   株式会社りそな銀行 

 借入金額  850百万円 

 返済期限  平成19年３月31日 

 借入金利  2.25％ 

 実施時期  平成17年11月30日 

 担保    当該販売用不動産に 

       担保を設定する。 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第131期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出 

(2) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内
容等の開示に関する内閣府令第19条第２
項第２号の２(ストックオプション制度
に伴う新株予約権発行)の規定に基づく
もの 

  
平成17年７月６日 
関東財務局長に提出 

(3) 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第131期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年７月28日 
関東財務局長に提出 

(4) 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第131期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年８月２日 
関東財務局長に提出 

(5) 
有価証券届出書 
及びその添付書類 

(新株予約権付社債の発行)   
平成17年８月９日 
関東財務局長に提出 

(6) 
有価証券届出書 
及びその添付書類 

(第三者割当増資)   
平成17年８月９日 
関東財務局長に提出 

(7) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内
容等の開示に関する内閣府令第19条第２
項第４号(主要株主の異動)の規定に基づ
くもの 

  
平成17年８月26日 
関東財務局長に提出 

(8) 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第126期) 

自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日 

  
平成17年８月29日 
関東財務局長に提出 

(9) 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第127期) 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

  
平成17年８月29日 
関東財務局長に提出 

(10) 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第128期) 

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

  
平成17年８月29日 
関東財務局長に提出 

(11) 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第129期) 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

  
平成17年８月29日 
関東財務局長に提出 

(12) 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第130期) 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

  
平成17年８月29日 
関東財務局長に提出 

(13) 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第131期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年８月29日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月24日

株式会社上毛 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社上毛の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第131期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成16

年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社上毛の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

三優監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  杉  田    純    ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  海  藤  丈  二  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月19日

株式会社上毛 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社上毛の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第132期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社上毛の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

  

追記情報 

１ 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用して

いるため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

２ 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は繰延資産の処理方法を変更した。 

３ 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より役員退職慰労引当金を計上する方法に変更

している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

三優監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  杉  田    純    ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  海  藤  丈  二  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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